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様式１　目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 88 ha

平成 30 年度　～ 平成 32 年度 平成 30 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人／ha H29 H32

円／㎡ H29 H32

万円／年 H29 H32

万円／年 H29 H32

31

目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

・大湊地区居住誘導区域における安心して暮らしやすいまちづくりによる人口密度の維持
・都市機能の高度化及び居住環境の向上による居住誘導区域の宅地評価額の維持
・Park-PFIの活用による民間の稼ぐ力の創出と公園維持管理費の低減

都道府県名 青森県 むつ市
大湊居住誘導地区

計画期間 交付期間

大湊地区居住誘導区域の人口密
度

大湊地区居住誘導区域における人口密度
スポーツ拠点・防災拠点・賑わい拠点の機能強化によるエリア価
値の向上により、都市機能や居住の維持・集積を図り人口密度の
維持を目指す。

26.4 26.4

【まちづくりの経緯】
　本地区に立地する「おおみなと臨海公園」は、「むつ市ウェルネスパーク」、「ウェルネスはらっぱる」、「むつ市総合アリーナ（平成32年供用開始予定）」が立地し、多機能な運動施設が充実しているほか、むつ市地域防災計画、むつ市原子力災害避
難計画及びむつ市国土強靭化計画に基づき、災害時には広域避難場所のほか、救護所、救援物資の二次集積所、応急仮設住宅の建設地などとしての役割を担うこととされている。また、「みなとオアシスおおみなと」として登録され、「みなと」を核と
して地域住民の交流や観光の振興を通じたまちづくりを促進し、住民参加による地域振興の取り組みが継続的に行われるエリアとなっており、クルーズ客船の誘致などにも取り組んでいる。
　平成25年度に市民体育館が老朽化等に伴い解体されたことによる屋内運動施設の不足や、本地区における地域住民や観光客の交流や憩いの場の不足などから、「むつ市総合アリーナ」の建設により、新たな屋内運動施設の整備と合わせて、地
域住民や観光客など誰もが利用できる交流や憩いの場としての地域交流センターを整備し、スポーツやレクリエーション・交流拠点として、市民の健康増進・交流促進機能の向上や新たな賑わいの創出、クルーズ客船の受け入れ機能の強化を図る。
また、周辺の駐車場や案内サインの充実化により、集客効果や利便性を高め、公園利用者の増加を図る。

【まちづくりの現況】
　本市では、平成29年2月に立地適正化計画を策定・公表し、「安心して暮らしやすいまち」、「ひかりのアゲハ（夜景）が輝き続けるまち」を目指すべき都市像とし、都市機能や居住の集約化によるコンパクトなまちづくりに取り組んでいる。
　「おおみなと臨海公園」に建設予定の「むつ市総合アリーナ」は、スポーツ施設としての活用はもとより、防災拠点や賑わい拠点としての機能も併せ持つことから、施設内外の充実化により多くの市民や観光客に利用していただくことで、新たな賑わい
を創出し、周辺への居住誘導の核として新たなまちの流れを創出することも期待される。

・市民体育館の解体に伴い、屋内運動施設が不足しているため、新たな屋内運動施設が必要となっている。
・各種イベントの開催や地域住民・観光客の交流・憩いの場が不足しているため、地域住民や観光客の交流・憩い・休息の場となる施設が必要となっている。なお、防災拠点ともなっているため、災害時には防災拠点施設として活用できる施設であるこ
とが必要である。
・各種イベントの開催や交流・賑わい拠点の整備により、「おおみなと臨海公園」を訪れる地域住民や観光客の増加が見込まれるため、駐車場を整備することによる公園利用者の受け入れ機能の強化が必要である。
・「おおみなと臨海公園」へのアクセス道路は限られているため、市外からの利用者を円滑に誘導するための案内サインの整備が必要となっている。

【むつ市総合経営計画】（平成29年3月策定）
・都市経営コストの適正化及びコスト増大につながる市街地拡大の抑制並びに森林保全のために計画的な土地利用を進め、経済活力の向上が図られる都市構造を官民連携のもと実現していくとしたコンパクトシティ構想によるまちづくりをベースに進
めることが必要である。
・まちの維持管理の適正化を推進し、人口密度の維持を図りながら、生活利便施設が立地し経済活動が活性化した暮らしやすいまちをつくり、また、歩いて暮らせるまちにすることにより、市民の健康を増進し、更にはコミュニティの維持による共助に
よって災害対応を可能とする、コンパクト・プラス・ネットワークを通じた、安心し住みよいまち・地域づくりが重要である。
・人口減少や少子高齢化が進行する中、地域の活力を維持するとともに、医療・福祉・商業等の生活機能を確保し、高齢者をはじめ誰もが安心して暮らせるよう、地域公共交通と連携し、コンパクトなまちづくりを推進する。
【むつ市立地適正化計画】（平成29年2月策定）
・今あるまちを持続しながら、市民の生活利便性を向上させるため、市内の複数のまちを人口密度を維持する拠点として位置づけ、その複数の拠点を交通ネットワークで結ぶ「複数の拠点と交通ネットワークによるコンパクトシティ」により、「安心して暮
らしやすいまち」を目指す。

指　　標 定　　義

0

大湊地区居住誘導区域の宅地評
価額

大湊地区居住誘導区域における宅地評価額
都市機能の高度化及び居住環境の向上により、居住誘導区域の
宅地評価額を維持する。

7,569 7,569

民間の稼ぐ力の創出
公募設置管理制度（Park-PFI）を活用して設置する民間
収益施設における収益

公募設置管理制度（Park-PFI）を活用し、公共空間への民間収益
施設の設置により、民間の稼ぐ力を創出する。

0 1,200

公園維持管理費の低減
公募設置管理制度（Park-PFI）を活用して新設する広場
の維持管理費の低減

公募設置管理制度（Park-PFI）を活用して新設する広場におい
て、民間事業者による維持管理を行うことで、公園維持管理費の
低減を目指す。

60

おおみなときょじゅうゆうどう 



様式２　整備方針等

計画区域の整備方針

事業実施における特記事項
【官民連携体制】
○「おおみなと臨海公園」において、公募設置管理制度（Park-PFI）を活用した官民連携型賑わい拠点創出事業により、カフェや売店などの公共空間を活用した稼ぐ施設の設置と公園（広場）の整備・維持管理を実施し、公園のサービスレベルや
利便性・快適性の向上を図り、公園利用者の増加と稼ぐ力・賑わいの創出を図る。また、「みなとオアシスおおみなと」の特性を活かし、クルーズ客船の寄港時における乗船客や隣接するマリーナの利用者、鹿島アントラーズや西武ライオンズによ
るスポーツ教室の参加者などの休息施設として「むつ市総合アリーナ」を活用するなど、公共空間における民間施設や民間イベントと一体となることで新たな賑わいを創出する。

方針に合致する主要な事業
【大湊地区居住誘導区域における健康で安心して暮らしやすいまちづくりによる人口密度の維持】
【都市機能の高度化及び居住環境の向上による居住誘導区域の宅地評価額の維持】
・「むつ市総合アリーナ」の建設により、市内に不足している屋内運動施設と各種イベントや地域住民・観光客の憩いや交流の場としての地域交流セン
ターを整備することで、地域住民の健康増進を図るとともに、新たな交流・賑わいの場を創出する。また、総合公園として、本市におけるスポーツ拠点・防
災拠点・賑わい拠点としての機能を強化することで、コンパクトなまちづくりにあたっての重要な都市施設として位置づけるとともに、公園の高質化と魅力
の向上を図ることにより、周辺人口密度の維持と宅地評価額の維持を目指す。

【基幹事業】
・公園（運動施設、便益施設）
・高次都市施設（地域交流センター）
・地域生活基盤施設（情報板）

【Park-PFIの活用による民間の稼ぐ力の創出と公園維持管理費の低減】
・「むつ市総合アリーナ」として、スポーツのほか、文化や交流活動の拠点となる屋内運動施設と地域住民や観光客の交流・憩い・休息の場となる地域交
流センターを整備することに合わせ、公募設置管理制度（Park-PFI）の活用による公園整備を行うことで、交流人口の拡大や新たな賑わい・民間の稼ぐ
力を創出するとともに、公園維持管理費の低減を図る。

【基幹事業】
・公園（運動施設、便益施設）
・高次都市施設（地域交流センター）
・地域生活基盤施設（情報板）
【関連事業】
・官民連携型賑わい拠点創出事業（Park-PFI）

【政策間連携体制】
○「むつ市総合アリーナ」の建設に伴い、スポーツ部門や健康づくり部門との連携により、新たな運動施設での市民のスポーツ増進や健康増進を図る。また、スポーツ部門や商工観光部門との連携により、「みなとオアシスおおみなと」へのクルー
ズ客船寄港に伴う乗船客や隣接するマリーナ施設利用者による利用や、スポーツ教室や花火大会などのイベントにも対応できる受け入れ施設とPark-PFIにより整備する民間収益施設や広場などにより、新たな賑わいを創出する。

【事業完了後の継続性、維持管理費の低減】
○公募設置管理制度（Park-PFI）の活用に伴う管理協定などによる民間主導型のまちづくりを推進する。
○地域交流センターを活用した新たなイベントの開催により、施設利用者を安定的に確保する。
○公募設置管理制度（Park-PFI）の活用により、公園施設の整備費及び維持管理費の低減を図る。

【防災拠点の機能向上】
○「おおみなと臨海公園」は、むつ市地域防災計画及びむつ市原子力災害避難計画に基づき、災害時には、広域避難場所や救護所、救援物資集積所、応急仮設住宅建設地などとして機能することとされており、本市における重要な防災拠点と
なっている。なお、本事業で整備予定の公園（運動施設）の一部が救援物資集積所、高次都市施設（地域交流センター）の一部が救護所としての役割を担う施設とされている。



様式３　目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象 費用便益比
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費 Ｂ／Ｃ

道路

道路

公園 むつ市 直 延床面積4,041㎡ H30 H32 H30 H31 2,287 2,287 2,287 2,287 1.53

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設 むつ市 直 N=7基 H30 H32 H30 H30 23 23 23 23 -

高質空間形成施設

高次都市施設 むつ市 直 延床面積2,462㎡ H30 H32 H30 H31 1,347 1,347 1,347 1,347 -

中心拠点誘導施設

生活拠点誘導施設

高齢者交流拠点誘導施設

既存建造物活用事業（高次都市施設）

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

バリアフリー環境整備事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 3,657 3,657 3,657 0 3,657 - …A

提案事業（継続地区の場合のみ記載）

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

合計 0 0 0 0 0 …B

合計(A+B) 3,657
（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度
むつ市 国土交通省 ○ H30 H31 90

合計 90

（いずれかに○） 事業期間
全体事業費

官民連携型賑わい拠点創出事業（Park-PFI） おおみなと臨海公園

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模

事業活用調
査

まちづくり活
動推進事業

（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

地域創造
支援事業

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模

住宅市街地
総合整備
事業

連携生活拠点誘導施設

情報板

地域交流センター

交付期間内事業期間
細項目

運動施設、便益施設

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間

交付対象事業費 3,657 交付限度額 1,462.8 国費率 0.4

統合したB／Cを記入してください 



都市再生整備計画の区域

　大湊居住誘導地区（青森県むつ市） 面積 88 ha 区域 むつ市旭町、大平町、真砂町の一部 【
・「区域」欄は、計画区域の主な所在地を記入すること。
   
丁目、○○町○丁目の一部

居住誘導区域 

凡    例 

都市再生整備計画区域 

おおみなと臨海公園 

大平小学校 

大平中学校 

むつ工業高校 



大湊地区居住誘導区域の人口密度 （  　人／ha ） 26.4 （　29年度） → 26.4 （　32年度）
大湊地区居住誘導区域の宅地評価額 （  　円／㎡ ） 7,569 （　29年度） → 7,569 （　32年度）
民間の稼ぐ力の創出 （ 万円／年 ） 0 （　29年度） → 1,200 （　32年度）
公園維持管理費の低減 （ 万円／年 ） 60 （　29年度） → 0 （　32年度）

　大湊居住誘導地区（青森県むつ市）　整備方針概要図

目標

・大湊地区居住誘導区域における安心して暮らしやすいまちづくりによる人口密度の維持
・都市機能の高度化及び居住環境の向上による居住誘導区域の宅地評価額の維持
・Park-PFIの活用により、民間の稼ぐ力の創出と公園維持管理費の低減 代表的

な指標

おおみなと臨海公園 

大平小学校 

むつ工業高校 

大平中学校 

むつ工業高校 

■基幹事業 

地域生活基盤施設 【情報板】 

関連事業 

凡    例 

基幹事業 

大平中学校 

大平小学校 

■基幹事業 
公園 【運動施設、便益施設】 

■基幹事業 
高次都市施設 【地域交流センター】 おおみなと臨海公園 

■関連事業 
官民連携型賑わい拠点創出事業（Park-PFI） 



都市再生整備計画の添付書類等

交付対象事業別概要

大湊
おおみなと
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大湊居住誘導地区（青森県むつ市）　現況図

凡    例 

都市再生整備計画区域 

むつ工業高校 

大平中学校 

大平小学校 

おおみなと臨海公園 

国道338号バイパス 





交付限度額算定表（その２） 大湊居住誘導地区　（青森県むつ市）

要綱第Ⅲ編イ-10-(1)に掲げる式による限度額算定（詳細）
※水色のセルに事業費等必要事項を入力して下さい。（百万円単位） 単位：百万円
○交付対象事業費（必ず入力 ） （百万円） （百万円）

基幹事業合計（A） 3,657.000 A （事業費） １）式で求まる額（4/10*(A+B)） 1,462.800 ① （国費）
提案事業合計（B） B （事業費） ２）式で求まる額（5/9*A） 2,031.667 ② （国費）
合計(A+B) 3,657.000 （事業費） 上記①、②の小さい方 1,462.800 ③ （国費）
提案事業割合(B/(A+B)) 0.000 国費率（③÷(A+B)） 0.400 ④ （国費率）

○拡充の有無
以下の３つの拡充のうち、いずれかの拡充がある場合は、該当する欄に○を記入し、事業費等を入力。

（選択） ⇒ ３）式で求まる額（5/8*A） 0.000 ⑤ （国費）
（選択） ３)式の適用後（適用がある場合は３式反映） 1,462.800 ⑥ （国費）
（選択） ３）式適用後の国費率（⑥÷(A+B)） 0.400 ⑦ （国費率）

 ※「４）式の適用」欄に○を入れてください。
○拡充がある場合の事業費等

平成２０年度二次補正の執行がある場合及び４）式の適用がある場合は、以下に事業費等を入力。
A' （事業費） ③をA'に置き換えた額（A⇒(A-A')+9/8*A') 1,462.800 ⑧ （国費）

（国費） 執行額を足した額 1,462.800 ⑨ （国費）
補正適用後（上記⑧、⑨の小さい方） 1,462.800 ⑩ （国費）
補正適用後の国費率（⑩÷(A+B)） 0.400 ⑪ （国費率）

F （事業費） 適用前の国費率（⑩÷(A+B)） 0.400 ⑫ （国費率）

3,657.000 （事業費）

適用対象となる基幹事業合計(A") 3,657.000 A" （事業費） 適用対象事業費から求まる限度額 1,645.650 ⑬ （国費）
適用対象となる提案事業合計(B") B" （事業費） 適用後の国費率（⑬÷(A"+B")） 0.450 ⑭ （国費率）
適用対象事業のうち翌年度以降の
執行事業費（H）

3,657.000 H （事業費） ４）式適用後の限度額（⑫×F+⑭×H） 1,645.650 ⑮ （国費）

拡充も考慮した交付限度額 1,462.800 ⑯ （国費）

○交付限度額、国費率の算出

交付対象事業費(A+B) 3,657.0 （事業費）
交付要綱第５に基づく交付限度額
（⑯を１万円の位を切り捨て）

1,462.8 ⑰ （国費）

国費率 0.400 ⑱ （国費率）

交付対象事業費
⇒

・３）式の適用〔提案事業２割拡充〕
・平成２０年度二次補正予算の執行
・４）式の適用〔中活等の４５％拡充〕

平成２０年度二次補正
の執行がある場合

防災対象事業（A’）

⇒
補正予算の執行額

４）式の適用を受ける
場合

計画の認定等の年度末までの執行
事業費（F）

⇒

適用対象となる交付対象事業費
(A"+B")

※４）式の適用を受ける場合で、経過措置を適用しない場合（H21以降新規地区）
は、Fの欄を記入せず、A"、B"を記入し、A"=A、B"=B、H=A"+B"=A+Bとなる。

⇒



様式８　年次計画
（事業費：百万円）

基幹事業

交付対象 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

事業費
道路

公園 むつ市 2,287 2,278 9

古都保存・緑地保全等事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設 むつ市 23 23

高質空間形成施設

高次都市施設 むつ市 1,347 1,274 73

中心拠点誘導施設

生活拠点誘導施設

高齢者交流拠点誘導施設

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

バリアフリー環境整備促進事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

計 3,657 3,575 82 0 0 0

提案事業

交付対象 平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度

事業費

計 0 0 0 0 0 0

合計 3,657 3575 82 0 0 0

累計進捗率　（％） 97.8% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

交付対象 平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度

事業費

0 0 0 0 0 0

累計進捗率 （％） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

事業 事業箇所名 事業主体
細項目

運動施設、便益施設

情報板

地域交流センター

連携生活拠点誘導施設

既存建造物活用事業

住宅市街地
総合整備
事業

事業 事業箇所名 事業主体
細項目

地域創造
支援事業

事業活用
調査

まちづくり活動
推進事業

（参考）都市機能立地支援関連事業

事業 事業箇所名 事業主体

合計


